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日本の尖閣諸島領有権に対する反発
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概　　況
　2012年の台湾は 1月に行われた総統選挙と立法院選挙の同日選で始まった。結
果，現職の馬英九総統が再選され， 5月からさらに 4年の任期を務めることに
なった。また，立法院選挙では国民党が前回の獲得議席より減らしたものの，過
半数を制することになった。しかし，政府は電気料金の値上げやアメリカ産牛肉
輸入再開で住民から反発を買うことになった。さらに，台湾政府は日本の尖閣諸
島国有化に反発する一方で，中国とは共闘しない姿勢もとり続けた。
　経済では，欧米の景気減速の影響を受け，2012年の実質経済成長率は1.26％と，
前年を大きく下回った。また，鴻海精密工業がシャープに出資する話が注目され
た年であった。中国との関係では， 8月末に中台通貨の直接取引に合意するとと
もに，中台交渉窓口機関のトップ会談で長年の懸案であった投資保護協定によう
やく合意するに至った。
　日本との関係では尖閣諸島問題を除いては，ほぼ順調な関係が続いた。とくに，
日台断交40年であった2012年には，東日本大震災への多額の義援金と支援に対す
る日本の感謝の気持ちとして，断交後初めて駐日代表が春の園遊会に招待され，
また過去最高人数の受勲があった。アメリカとの関係では，懸案であったアメリ
カ産牛肉輸入問題が解決した。

国 内 政 治

「92年コンセンサス」と総統選挙
　 1月14日，総統・副総統選挙と立法院選挙が実施された。これらの選挙を同日
選で行ったのは初めてであった。この総統・副総統選挙に立候補したのは，国民
党から馬英九（総統）・呉敦義（行政院長）コンビ，民進党から蔡英文・蘇嘉全コン

2012年の台湾
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ビ，また有権者署名によって立候補ができた親民党の宋楚瑜・林瑞雄コンビの 3
陣営であったが，事実上は国民党と民進党の一騎打ちとなった。この選挙では，
さまざまなネガティブ・キャンペーンが展開されたが（『アジア動向年報2012』参
照），結局最大の争点として浮上したのは対中政策の要である「92年コンセンサ
ス」に対する考え方であった。このコンセンサスは，1992年に中台の窓口機関の
折衝で形成されたといわれる考えであり，文書化されたものではない。また，こ
のコンセンサスの解釈については，当時の国民党政府は「『ひとつの中国』の中
身については（中華民国と中華人民共和国）それぞれが述べ合うことで合意した」
と解釈している（一般に「一中各表」と呼ばれる）。
　馬政権は，このコンセンサスを中台交渉の前提条件として，2008年以降2011年
末までに 7回にわたる中台窓口機関でのトップ会談を実施するとともに，三通
（中国との直接の通商，通航，通信）の解禁や経済協力枠組協議（Economic 
Cooperation Framework Agreement：ECFA）などの経済分野における改善につなげ
た。国民党側はこのコンセンサスによって，中国との関係が改善できたとすると
ともに，今後も交渉の基盤になるという考え方で選挙運動を展開した。
　一方，民進党側は，このコンセンサスは文書化されていないこと，中国側の解
釈は「ひとつの中国」であるために，蔡英文候補は「92年コンセンサスは存在し
ない」と主張し，また台湾住民による民主的な手続きを踏まえた「台湾コンセン
サス」を構築したうえで，中国との交渉に当たるべきとの主張を展開した。
　蔡英文候補のこの主張については経済界からは反発が起き，2011年12月以降に
は一部の大企業の経営者が92年コンセンサスを認める立場を表明した。それに
伴って，馬候補への支持も明らかにする経営者もいた。これらの経営者は，92年
コンセンサスがない状況では中国との安定的な関係の構築はもちろん，対話や経
済的な関係は強化できないとの立場を鮮明にした。
　また，蔡英文候補側は総統選に勝利しても，立法院では民進党が過半数を獲得
することはできないという「ねじれ現象」が起きることを想定して， 1月 8日に
は行政院長への民進党以外からの人材登用を含め，連立構想を打ち出した。しか
し，この連立構想は民進党から出馬した陳水扁前総統が2000年に当選した際，国
民党籍の唐飛氏を行政院長に任命したものの，わずか 4カ月で辞任した時と同じ
ようなイメージをもたれることになり，かえって民進党への政権交代に不安を増
幅させることになった。
　選挙結果は，馬・呉コンビが蔡・蘇コンビに約80万票差をつけて勝利し，馬候
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補は再選された（表 1）。しかしながら，国民党候補の得票率は前回の58.45％か
ら51.60％と大きく下がった。馬候補は勝利演説のなかで，中国との関係につい
ては「中華民国憲法の下，『統一せず，独立せず，武力行使せず』という主張が
おおむね認められた。これこそが台湾の共通認識と思う」と述べた。一方，蔡英
文候補は選挙敗北の責任をとり，同日夜，民進党主席の辞任を表明した。なお，
投票率は74.38％であり，過去最低であった。

立法院選挙における民進党の党勢回復
　総統選挙と同時に行われた立法院選挙は， 2回目の小選挙区比例代表並立制で
実施された。投票率は，小選挙区と原住民枠で74.47％，比例区・華僑枠で
74.33％であった。
　選挙結果をみると，国民党が獲得議席を減少させた一方，民進党が前回より13
議席伸ばす結果となった（表 2）。より詳細にみると，国民党は前回選挙時の獲得
議席81議席を大きく下回る64議席にとどまったが，過半数を制することになった。
一方，民進党は前回選挙で13議席しか獲得できなかった小選挙区で中南部を中心
に27議席を獲得したことが党勢回復につながり，40議席を獲得した。議席全体の

表 1　2012年総統選挙結果
氏名 所属政党 得票数 得票率

馬英九・呉敦義 国民党 6,891,139 51.60%
蔡英文・蘇嘉全 民進党 6,093,578 45.63%
宋楚瑜・林瑞雄 親民党 369,588 2.77%

（注）　候補者名は，左が総統候補，右が副総統候補。
（出所）　中央選挙委員会ウェブサイト（http://web.cec.gov.tw/bin/home.php）。

表 2　立法委員選挙結果（議席数）
小選挙区 原住民族枠 比例区・華僑枠 当選者数 前回議席数

国民党 44 4 16 64 81
民進党 27 0 13 40 27
親民党 0 1 2 3 1

台湾団結連盟 0 － 3 3 0
無党団結連盟 1 1 － 2 3
無所属 1 － － 1 1
合計 73 6 34 113 113

（注）　前回議席数は2008年選挙時の獲得議席数。－は候補者をたてていない。
（出所）　表 1と同じ。



159

2012年の台湾

3分の 1以上を獲得したので，行政院長の不信任決議案を提出することが可能と
なった。さらに，今回の選挙では，親民党や台湾団結聯盟（台聯）も議席を回復し
た。親民党は前回選挙で 1議席を獲得したが，その後議員の選挙違反による失職
で議席を失い，また台聯は前回選挙で議席が獲得できなかった。今回の選挙では，
親民党と台聯ともに 3議席を獲得したため，立法院の院内協議に参加できること
になった。

陳冲内閣の発足
　呉敦義行政院長は総統選挙で副総統候補として馬総統とともに立候補し，当選
した。呉敦義院長は 1月31日に立法委員の任期が切れ，翌日に立法院が 1月14日
に当選した新たな立法委員を招集することもあり， 1月31日に内閣総辞職をした。
同日午後に，陳冲副院長が新行政院長として任命され，その後閣僚名簿を発表し
た。交通部長や経済部長など一部の閣僚は留任，他方，かつて民進党に所属した
楊秋興・前高雄県長が政務委員として入閣した。 2月 6日に業務の引き継ぎが行
われ，陳冲内閣は本格的に始動した。

アメリカ産牛肉の輸入再開と混乱
　台湾では，2010年 1月に牛肉の危険部位を輸入禁止にする法案が成立していた。
その後，アメリカ産牛肉に赤身を増すために使用されるラクトパミンという添加
物が含まれているために，消費者団体を中心により厳しい措置をとるべきとの声
が高まった。そのため，立法院では与野党による解禁反対の法案が提出されるに
至った。この措置がアメリカ側との関係において，最大の問題となっていた。
　馬総統は再選直後の 2月 1日，アメリカ在台湾協会（AIT）のレイモンド・バッ
ガード理事長と会談した際， 6日に成立する陳冲内閣がアメリカ産牛肉の輸入規
制を緩和することを示唆する発言をした。この規制緩和の背景には，アメリカが
1月に行われた総統選挙で馬総統の再選を陰で支持した見返りともいわれている。
これに対して，民進党籍の市長と県長はラクトパミンの使用禁止を呼びかける声
明を発表した。また，消費者の反発を受けて，大手スーパーでは独自にアメリカ
産輸入牛肉の販売を無期限で中止した。
　しかしながら，行政院は 3月 2日，安全の確認，豚肉との分離，産地表示の義
務付け，そして内臓を取り除くという 4条件を付けたうえで，輸入再開の方針を
明らかにした。この方針に対して，養豚農家を中心とした畜産団体などが反発し，
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3月 8日には台北でデモ行進が行われた。 6月12日には立法院で食品衛生管理法
改正案が採決される予定であったが，民進党側が本会議場を占拠し採決を妨害し
たために，結局採決はできなかった。
　その後，国際食品規格委員会（コーデックス委員会：CAC）が 7月 5日にラク
トパミンの残留基準を10ppb （ 1 ppb＝10億分の 1）と決定した。これを受けて，
政府は改正案成立後に，CACの基準を参考に 2週間以内に台湾独自の基準を制
定し，公告を通じて産地表示の義務化を徹底させることとした。また，政府は改
正案で豚肉の輸入は引き続き禁止することを盛り込んだため，最終的には与野党
が妥協して 7月25日に臨時立法院会で賛成多数で可決した。

馬総統の第13代総統就任演説
　 5月20日に馬総統は正式に第13代総統として，呉副総統とともに宣誓をし，第
2期政権がスタートした。宣誓後には就任演説が行われ，今後 4年を展望し，
「黄金の10年」の国家ビジョンをもって奮闘すると述べた。そして，経済成長の
エネルギー強化，雇用の創出と社会における公平と正義の定着，低炭素とグリー
ンエネルギーの環境づくり，文化的国力の構築，人材の積極的な育成と招聘を国
家発展の 5本柱と位置づけ，これらによって台湾の国際競争力を高めて幸福な社
会へと邁進すると宣言した。
　また，馬総統は両岸の和平，実務的な活路外交，強固な国防が台湾の安全を確
保する鉄のトライアングルになるとの認識を示した。そのなかで，両岸の和平に
ついては，中華民国憲法が両岸関係に取り組む際の最高指導原則であり，台湾海
峡の現状を維持し，92年コンセンサスを基礎に中国との和平を推進しなければな
らないとした。活路外交については，アメリカに続いて日本を取り上げ，第 1期
馬政権での日本に関する外交成果である在外公館（台北駐日経済文化代表処札幌
分処）の設置，航空，文化，投資などに関して，過去40年でもっとも友好的な
「特別なパートナーシップ」を確立したと振り返った。2008年就任演説では日本
との関係はまったく触れられなかったこともあり，対日関係を重視しているとみ
ることができよう。

外交関係ポストの人事交代
　馬総統は 9月になって，中国を含む外交ポストでの人事交代を実施した。これ
は当初 6月に中台交渉窓口機関のトップ会談（江陳会談）が予定されていたために
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外交関係ポストの多くをそのまま留任させたことが背景にある（実際には江陳会
談は 8月に実施）。この交代で，行政院大陸委員会主任委員に王郁琦・国家安全
会議諮門委員，交渉窓口機関である海峡交流基金会（海基会）の董事長（理事長）は
江丙坤氏から林中森・国民党秘書長に交代することになった。また，胡為真・国
家安全会議秘書長の辞任に伴い，袁健生・駐米代表が後任に，駐米代表の後任に
は金溥聡・元国民党秘書長が就任することになった。なお，頼幸媛・行政院大陸
委員会主任委員はWTO代表に転出することとなった。
　 9月27日には楊進添・外交部長が総統府秘書長に就任が決まったことに伴い，
後任の外交部長に林永楽・駐 EU代表が就任した。
　海基会の林中森・董事長は10月16日からプライベートを含めて初めて訪中し，
同日には中国側の交渉窓口機関の陳雲林・海峡両岸関係協会長と会談した。この
会談では，両岸窓口双方による相手先への出先機関の設置について早急に協議，
交渉をすることになった。

民進党主席選挙の実施
　民進党の蔡英文主席は総統選挙敗北の責任をとり，開票日であった 1月14日に
辞任を表明した。その後，蔡英文主席は 2月29日に正式に辞任することになり，
5月に後任を選ぶ主席選挙を行うことになった。新主席が決定するまでは，陳
菊・高雄市長が代理主席として職務を代行した。主席選挙は 4月 2日告示， 9日
から13日までを立候補受付期間とし，投票は 5月27日に実施となった。
　主席選挙には，蘇煥智・前台南県長，蘇貞昌・元行政院長，呉栄義・元行政院
副院長，許信良・元党主席，蔡同栄・前立法委員の 5名が立候補した。選挙期間
中には 3回にわたるテレビ討論会が開催された。 5月27日には投開票が行われ， 
蘇貞昌候補が 5万5894票（得票率50.47％）を獲得し，主席に選出された。なお投
票率は68.62％であった。

日本の尖閣諸島国有化に対する反発
　2012年は台湾も領有権を主張する尖閣諸島（台湾では「釣魚台」）で日本と大き
く対立した。 1月16日に，日本政府が39の無名島に命名する方針を発表し，その
なかに尖閣諸島の島が含まれていたことに対して，翌17日には外交部は領有権を
主張して抗議した。また， 4月17日に石原慎太郎東京都知事（当時）がアメリカで
尖閣諸島購入の意向を示した際には，外交部は中華民国固有の領土だと主張し，
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日本政府に対して慎重に対応するように求めた。 6月28日午前の東京都議による
尖閣諸島の周辺海域の視察にも，外交部は同日日本側に「重大な関心」を伝えた。
また，同日午後には行政院海岸巡防署の巡視船が尖閣諸島の大正島付近を航行し
たことに交流協会（日台間実務関係を維持するための日本側の大使館に相当する
機関）が抗議する一方，外交部側は「定例の巡視，警護任務」とし，抗議の受け
入れを拒否した。
　馬総統は日本政府の尖閣諸島の国有化方針に反発した。日本政府が尖閣諸島国
有化の方針を決定した 7月 7日には，馬総統は「釣魚台に対する主権は一歩も譲
れない」ことを強調し，日本政府が1895年に尖閣諸島を領土に編入したという主
張に対しても「事実上の不法占拠といっても過言ではない」と非難した。日台関
係が良好な状況でも「民族の大義，国家の主権は別問題」との立場を示した。そ
の一方，馬総統は新たな提案を行った。 8月 5日に発表した「東シナ海平和イニ
シアティブ」である。このなかで，馬総統は自己抑制，紛争の棚上げ，国際法の
遵守，東シナ海行動規範の策定検討，資源共同開発の枠組み確立に努め，平和を
維持するべきだと呼びかけた。
　しかし，それ以降も，尖閣諸島の領有権問題はくすぶり続けた。 8月19日には，
尖閣諸島周辺で開催されていた慰霊祭に出席した日本の一部地方議員が尖閣諸島
に上陸したことに対し，楊進添・外交部長が交流協会台北事務所に対して厳重に
抗議をした。また， 9月 7日には馬総統は日本を牽制するために，尖閣諸島から
140キロメートルの彭佳嶼を視察し，あわせて巡視船 7隻も出動した。同時に，
馬総統はこの視察で東シナ海平和イニシアティブを推進する具体的な構想を発表
した。
　これ以降，さらに問題は複雑化することになった。 9月11日に日本政府が尖閣
諸島を購入し国有化した。沈斯淳・台北駐日経済文化代表処代表（駐日大使に相
当）は同日，今井正・交流協会理事長に国有化は中華民国の主権侵害であるとし
て厳重に抗議した。そして，12日午後には沈斯淳・代表は日本の尖閣諸島国有化
について説明するために，台湾へ戻った。日台間には直接的な外交関係がないと
はいえ，大使と同等の駐日代表が召還されるという極めて厳しい状況に陥ったの
である。その後，沈斯淳・駐日代表は10月 4日に馬総統や立法院への報告業務が
終わったとして日本に戻った。
　また， 8月14日にも台湾の民間団体である中華保釣協会が尖閣諸島を目指す香
港の抗議船と合流を予定していたが，船主が協力を拒否したため計画が取りやめ
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になった。 9月24日には，日本の尖閣諸島国有化への抗議と，生活のための漁業
権を守るために，台湾宜蘭県の漁船60隻が出港し，巡視船12隻も同行した。漁民
たちは宜蘭県政府に燃料費の補助を求めたが断られ，『中国時報』やホテルなど
を傘下におく旺旺グループの蔡衍明・総裁（会長）から燃料費の援助を受けて出港
した。翌25日午前 7時40分頃から午前 9時にかけて漁船約40隻と巡視船 8隻が魚
釣島の西南西約22キロメートルの領海内に侵入し，日本側では海上保安庁の巡視
船が拡声機で警告するとともに，領海に侵入した漁船に放水をした。一方，台湾
側の巡視船も無線や電光掲示板で直ちに退去するように求めるとともに，放水で
応戦した。また，台湾の漁船には台湾メディア関係者60人が乗船し，実況中継を
した。最終的には午前10時頃に集団で魚釣島から離れた。台湾によるこの規模の
領海侵犯は1996年以来のことであった。馬総統は27日に，領海侵犯をした漁民た
ちと総統府で会見し，日本に反省を促した。
　一方，日本側もこの状況を打開するために， 9月25日に今井正・交流協会理事
長が日帰りで急きょ訪台し，楊進添・外交部長と会談した。会談では楊進添・外
交部長は中華民国の厳正な立場を理解してほしいと要請をした。また，玄葉光一
郎外相（当時）は10月 5日に交流協会台北事務所を通じてメッセージを発表した。
そのメッセージのなかでは尖閣問題にも言及し，偶発的衝突を招きかねない挑発
的行為を相互に自制しつつ，実務的かつ具体的な協力を進めていくことが重要で
あるという点について，日台双方の認識は一致していると指摘した。日本の新聞
社は外交関係がない台湾に対してのメッセージは異例と報じた。
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　なお，この尖閣問題に関しては，台湾は中国とは一線を画した対応をとった。
たとえば， 4月25日に中国国務院台湾事務弁公室が会見で南海諸島と尖閣諸島は
中国と台湾が共同で守る責任があると発言したことに対して，頼幸媛・行政院大
陸委員会主任委員は翌日の立法院で「これら諸島は中華民国固有の領土であり，
認められない」とし，「領有権を巡る問題解決に中国と共同戦線を張ることはな
い」との立場を表明している。

経 済

マクロ経済の概況
　2012年の実質経済成長率は1.26％であり，2009年に次ぐ低い成長率であった。
四半期ごとの成長率（前年同期比）をみると，第 1四半期0.59％，第 2四半期マイ
ナス0.12％，第 3四半期0.73％，第 4四半期3.72％となり，第 4四半期を除いて
経済は低調であった。この要因は，輸出の成長率が前年比0.13％とほとんど伸び
なかったこと，投資が前年比マイナス3.6％になったことがあげられる。欧米を
はじめとする世界経済の不調が輸出や投資に影響を与えたのである。
　貿易については，2012年の輸出総額が2546億ドル，輸入総額が2278億ドルであ
り，前年よりそれぞれ17.4％，19.1％の減少となった。相手先上位 3国・地域は，
輸出では中国，香港，アメリカ，輸入では日本，中国，アメリカであり前年と同
じ国・地域であった。貿易総額に占める中国の割合は前年21.6％から25.2％と大
きく増加し，中国への依存度は一段と高まった。しかしながら，中国との貿易は
前年より輸出では3.8％，輸入では6.2％，それぞれ減少した。
　2012年の中国を除く対外直接投資は，承認ベースで321件，80億9864万ドルで
あり，前年より件数で15件，金額で44億181万ドルそれぞれ増加した。郭台銘・
鴻海精密工業董事長（会長）によるシャープ子会社への投資によって，日本への投
資が10億ドルを超えたことが要因のひとつである（後述）。一方，対中直接投資は
承認ベースで636件，127億9208万ドルであり，前年より件数で251件，金額で15
億8455万ドル減少した。中国への投資のうち，製造業が件数の51.1％，金額の
58.8％を占めたが，前年の64.3％，72.2％より大きくその割合を減少させた。
　消費者物価の上昇率は1.93％であった。このうち，サービス類は0.74％，商品
は3.38％それぞれ上昇した。農産物を除いた商品の物価上昇率は1.30％，さらに
水産物とエネルギーを除くと0.93％であった。 6月の豪雨の影響を受けた農産物
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の生産不良と原油価格の上昇が消費者物価の上昇を招くことになった。なお，失
業率は4.24％であり，前年の4.39％をわずかに下回った。

電気料金値上げの混乱
　再選を果たした馬総統は， 2月 3日に新しい閣僚が任命されたことに伴い関係
閣僚を集め，電気や石油，水道の価格を合理的な水準にするよう指示した。この
背景には，これらが産業にとって非常に重要であるため，これまで価格設定を低
めにしてきたことにある。また，公営企業である台湾電力や中国石油の赤字経営
が進み，その対応も必要であったことがあげられる。とくに，電気料金について
は施顔祥・経済部長が 3月12日に「料金を調整（値上げ）しなければ，台湾電力の
経営は来年にも破綻する」と発言した。
　これを受け，経済部は 4月12日に電気料金値上げを発表した。その内容は実施
日を 5月15日からとし，住宅用で平均16.9％，商業用30％，工業用35％それぞれ
引き上げ，全体では平均29.5％引き上げるというものであった。とくに，工業用
の値上げ後の料金は韓国よりも 2割以上割高になり，産業競争力に影響を及ぼす
と，産業界からも反発の声が上がった。
　 4月30日には政府与党会議が開催され，そのなかで王金平・立法院長が「産業，
市民への影響が大きすぎるので，値上げ幅の縮小と段階的な実施にするべき」と
提言し，出席者の多くもこの提言に賛同した。これを受け，馬総統は 5月 1日に
経済部で開催された電気料金調整会議に出席し，その後記者会見で料金を段階的
に上げることを表明した。実施日を 6月10日と12月10日とし，それぞれ値上げ幅
全体の40％ずつ値上げし，残り20％は台湾電力が示す方法によって，実施日を決
定するということになった。また，当初住宅用では 1カ月当たり 120kWh以上を
値上げの対象としていたが，対象を 1カ月当たり 330kWh以上に引き上げた。同
様に，商業用では当初はすべてを値上げ対象としたが， 1カ月当たり 330kWh以
下であれば対象外とし，工業用ではオフピーク時の値上げ幅を当初の62％から
50％に引き下げた。
　ただ，このような混乱を引き起こしたことで， 5月 2日には立法院経済委員会
では「馬総統は全国民に対して謝罪するべき」という決議が採択された。 9月に
なって，さらに状況は変化した。本来ならば12月10日に 2回目の値上げをする予
定であったが，17日に陳冲・行政院長が立法院で実施日を2013年10月 1日に延期
することを表明した。また，馬総統も2013年10月以降，燃料の国際相場の動きに
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応じて四半期ごとに電気料金を見直す制度を導入する考えも示した。

金融部門における中国との関係改善
　中国との経済関係において，2012年は金融分野での関係改善が進んだ。 4月 2
日には，台湾系銀行である華南銀行は深圳支店での人民元取り扱いについて中国
の銀行業監督管理委員会で認可されたことを明らかにした。また， 6月 7日には，
行政院金融監督管理委員会が中国の大手商業銀行である中国銀行と交通銀行の台
北支店の設置を許可した。中国銀行は認可後わずか 3週間ほどの 6月27日に開業
式典を行った。この支店は中国の大手銀行が初めて台湾に設置した支店となった。
　 8月31日には中央銀行と中国人民銀行が元と人民元の直接取引を始めることで
合意，「海峡両岸貨幣決算合作備忘録」（MOU）を締結した。この締結から60日以
内に中台が決済銀行を指名して，台湾側の銀行は人民元業務が扱えるようになる。
また，台湾系企業にとっては，中国との貿易決済でドルを介する必要がなくなり，
コストを抑えることができる。さらに，個人は人民元建ての金融投資ができるよ
うになる。中国での手続きが遅れたこともあり，60日以内に決済銀行を指名する
ことはできなかったが，12月11日に中国人民銀行が中国側の決済銀行として中国
銀行台北支店を指名したことを明らかにした。これによって，台湾での外国為替
取扱銀行による人民元取扱業務の体制が整ったのである。

鴻海精密工業によるシャープへの出資
　2012年は日本にとって，台湾企業に注目が集まる年でもあった。その最たるも
のが，電子機器の受託製造サービスにおける世界最大手企業である鴻海精密工業
グループ（鴻海）によるシャープへの出資であろう。 3月27日に，シャープが鴻海
と資本・業務提携することが発表された。その内容は，シャープが669億円の第
三者割当増資を実施し，これを鴻海とそのグループ会社計 4社に譲渡して資本調
達を図ろうというものであった。これによって，シャープ本体への鴻海の出資比
率は議決ベースで9.98％となり，筆頭株主になるというものであった。また同時
に，堺工場を運営する子会社のシャープディスプレイプロダクト（SDP）社の株式
の半数近くを鴻海の郭台銘・董事長に660億円で譲渡することも発表された。
SDP社の株式譲渡は 6月28日に郭台銘・董事長個人から郭氏の投資会社へ変更
され，一部の株式譲渡が完了したことが明らかになった。そして， 7月12日には
すべての株式譲渡が完了し，順調に進んだ。
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　しかし，シャープ本体への出資は順調にはいかなかった。これは，当初は資本
の出資だけで終わると考えられていたためである。 6月26日に開催されたシャー
プの株主総会では，奥田社長が鴻海から役員の派遣や追加出資は受けないと発言
し，鴻海もこれに同意していた。しかし， 8月に入ってから両社に見解の相違が
出てきた。これは，シャープ株の急激な下落による。もともと， 3月の発表の際
には，経済部投資審議委員会の許可が得られ次第，2013年 3月26日までに鴻海は
シャープ株を 1株550円で購入することになっていた。その後，シャープ株が下
落し， 8月 3日には終値で206円となり，株価が半分以下になったのである。そ
のため，鴻海側が株式取得価格の見直しを両社で合意したと発表したが，シャー
プ広報はそれを否定，両社で食い違いが生じた。また，経済部投資審議委員会は，
シャープ本体への出資は取得価格が高すぎることを理由に 8月に差し戻したので
ある。
　こうしたさなか，郭台銘・董事長が日台産業連携訪問団の一員として来日した
際，SDPで予定されていた記者会見を欠席した。代理で会見を開いた鴻海ナン
バー 2の戴正呉・副総裁（副会長）はシャープとの交渉は継続中で，両社の共同発
表までは何も話せず，今後はできるだけ早く結果を知らせるとだけ述べた。また，
9月 3日付の『聯合晩報』では郭台銘・董事長のインタビューが掲載され，
シャープの経営に介入することを明言し，鴻海が経営にかかわれないのであれば
銀行に出資を求めればよいと発言した。この発言によって，出資だけと思われて
いた鴻海は経営にも参画する意思を有することが明らかになり，さらに，鴻海は
中小型液晶関連事業の分社化を求めていることも明らかになった。
　こうした対立が表面化した一方， 12月 4日になって事態はさらに変化した。
シャープは研究開発資金を得るためにアメリカのクアルコム社に対し 2回にわ
たって第三者割当増資を行うことが明らかになった。具体的には，第 1次第三者
割当増資では，シャープがクアルコム社に対し12月27日を払込期日とする3012万
株（発行済株式総数の2.64％）を発行し49億円を調達し，第 2次第三者割当増資で
は2013年 3月29日を払込期日とすることになっている（発行株式数，調達金額は
未定）。郭台銘・董事長は事前にシャープからクアルコム社の出資の連絡は受け
ていて，出資交渉に影響はないとの認識を示した（『聯合報』12月 6日付）。2013
年 2月末現在，鴻海は経済部投資審議委員会にシャープへの投資申請を提出して
いない。そのため，出資自体が危ぶまれている状況といわざるをえない。
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対 外 関 係

日本との関係　
　東日本大震災に際しては，台湾から200億円を超える義援金や物資が届けられ
た。それに対する日本の謝意を表すため，交流協会台北事務所は 3月10日以降特
別事業を実施した。主な事業としては，テレビの特別放送や CM，主要新聞紙へ
の感謝広告の掲載などがあげられる。CMは，YouTubeでも公開された。
　その一方， 3月11日に日本政府が国立劇場で主催した追悼式典では，出席して
いた羅坤燦・駐日副代表が台湾代表としての指名献花から外されていたことが翌
12日の参議院予算委員会で明らかになり，野田佳彦首相（当時）が陳謝した。この
件に対しては，台湾政府はとくに抗議などは行わなかった。 3月12日には，馬総
統は交流協会台北事務所が台北で開催した東日本大震災追悼・復興レセプション
に出席した際，あいさつの中で，福島第一原発の30キロメートル圏内と計画的避
難地域を除いて，福島県への渡航延期勧告を解除したことを明らかにした。これ
に対して，玄葉外相（当時）は記者会見でこの解除を評価した。
　また， 4月19日に天皇・皇后両陛下が主催された春の園遊会では，馮寄台・駐
日代表夫妻が出席した。園遊会への招待は日台断交後初めてのことであり，天皇
陛下が直接馮寄台・駐日代表に台湾からの支援に対して謝意を示された。馮寄
台・駐日代表は 5月22日に東京で開催された離任レセプションでこのことを「外
交官生活における最高の栄誉だ」と述べた。
　さらに，叙勲受章者についても，春と秋にそれぞれ 4人が受章した。これは，
2005年からの台湾への叙勲再開でもっとも多い受章者数であるだけでなく，春の
叙勲で選ばれた張榮發・エバーグリーン総裁と辜濂松・中国信託ホールディング
ス会長は断交後最高位の叙勲となった。張榮發・エバーグリーン総裁は 5月 8日
に皇居での伝達式に出席し，天皇陛下に謁見した。
　経済関係では， 4月11日に日台特許審査ハイウェイ試行プログラムについての
覚書を交流協会と亜東関係協会で締結し， 5月 1日から実施された。この覚書の
締結によって，日台の特許機関が相互に審査ができるようになるとともに，一方
で特許を申請すれば，相手側でも特許取得の優先権を主張できるようになる。ま
た，11月29日には電気製品分野の日台相互承認取決め（MRA）と日台産業協力架
け橋プロジェクトの協力強化に関する覚書（MOU）を締結した。前者は，輸出側
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の検査に基づく認証結果を輸入側も受け入れる制度であり，日本側にとって台湾
は 6番目の締結先となった。適用される製品は日本側454項目，台湾が277項目で
ある。これによって，輸出入において時間と費用を削減することが可能となる。
自由貿易協定（FTA）に関しては，馬総統は 5月16日に樽井澄夫・交流協会台北事
務所代表と会談した際，締結を強く希望した。
　また，日本では出入国管理及び難民認定法が 7月 9日に改正施行され，ICチッ
プ内蔵の在留カードが発行されることになった。これにあわせて，これまで台湾
出身者の国籍が「中国」と記載されていたものが，「台湾」の記載に変更された。
　2009年以来交渉が中断している日台漁業交渉に関しては，馬総統が 8月20日に
NHKの単独インタビューで交渉再開に期待を表明した。また， 9月にロシア・
ウラジオストックで開催された APEC首脳会議の際には野田首相（当時）と連
戦・総統特使（元副総統，国民党名誉主席）が会談し，尖閣諸島周辺での漁業権に
ついて協力を進めることで合意した。10月には漁業交渉が 3年ぶりに再開される
との報道もあったが，本交渉ではなく交渉合意のための予備会合が東京で11月30
日に開催された。尖閣諸島の主権問題に絡み，一時は交渉再開困難との話もあっ
たが，予備会合にこぎつけることはできた。会合では漁船の操業水域や漁業資源
の管理などについて説明と意見交換が行われた。また，双方の主張に相違はある
ものの，協議を継続していくことでまとまった。

アメリカとの関係
　アメリカとの関係についても，おおむね順調であった。馬総統の再選に関して
は，ホワイトハウスは声明を発表し，馬総統の再選を祝福するとともに，台湾海
峡情勢の平和と安定，中台の関係改善はアメリカにとって極めて重要だと指摘し
た。また，馬政権下での中台関係の深化が今後も継続することへの期待を表明し
た。
　しかしながら，馬総統の再選については祝福したものの，アメリカ産牛肉の輸
入再開が決まるまでは（既述），アメリカからの圧力があったのも事実であった。
たとえば，フランシスコ・サンチェス商務省次官の訪台延期である。当初，次官
は輸出倍増計画推進のために日本を訪問後， 3月 4日から 6日まで台湾を訪問し，
その後ベトナムを訪問する予定であった。しかし，訪台延期は 3月 1日になって
突如 AITから発表された。次官訪台が実現していれば，この10年間で最高位の
アメリカ政府関係者の訪台であった。当初，台湾訪問を延期した背景にはアメリ
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カ産牛肉問題が関係しているのではないかとの憶測も流れたこともあり，影響が
まったくなかったとは言い切れなかった。
　その後，台湾政府はアメリカ産牛肉輸入の再開を条件付きで認める道を開いた
こともあり，2010年から停滞したアメリカとの貿易投資枠組協定（TIFA）交渉再
開に向けての環境が整った。経済部では，税関協力，電子商取引，投資協定，企
画相互認証の 4分野での協定締結を目指そうとしている。また，馬政権は将来，
環太平洋経済連携協定（TPP）加盟を希望しているため，加盟国の同意，とくに
TPPで主導的な役割を果たしているアメリカの意向が重要であるとともに，今後
米台交渉が順調に進むのか，注視する必要があろう。
　台湾の尖閣諸島問題に対する対応について，アメリカは不満を募らせた。AIT
のスポークスマンは 8月 6日に，この問題について特定の立場をとらないが，領
有権を主張する国々で平和的方法での問題解決を希望すると述べた。その後，台
湾の漁船や巡視船が 9月25日魚釣島に領海侵入をしたことに対しては，アメリカ
は10月 2日から開催された米台国防工業会議に国務省と国防総省の高官が欠席す
るという対応をとった。これまでアメリカは，この会議に国務省からは国務次官
補または国務次官補代理を，国防総省からは国防次官補または国防副次官補とい
う高官が出席してきた。政府高官欠席の背景には，アメリカ国務省が尖閣諸島は
日米安保条約第 5条が適用範囲であるとし，その理由に1972年の沖縄返還以来，
尖閣諸島は日本の施政権下にあることを挙げていることによるものである。
　10月 2日にはヒラリー・クリントン国務長官が台湾を37番目のビザ免除プログ
ラム指定国・地域に含めることを明らかにし，11月から実施された。このプログ
ラムの適用によって，観光・商用目的で最大90日間アメリカに滞在できることに
なった。

中国との関係
　呉伯雄・国民党名誉主席が 3月21日から28日まで訪中し，22日には胡錦濤・国
家主席と会談した。また，呉敦義・次期副総統も 4月 1日から訪中し，ボアオ・
アジア・フォーラムに出席するとともに，李克強・副首相と会談した。この会談
では，呉敦義・次期副総統は中台投資保護協定の早期締結など経済問題の議論だ
けではなく，台湾が国際民間航空機関（ICAO）や気候変動枠組条約（UNFCCC）へ
の参加を希望していることを伝えた。さらに， 9月の APEC首脳会談では連戦・
総統特使と胡錦濤・国家主席が会談し，胡錦濤・国家主席は台湾が適切な方式で
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ICAOの関連活動に参与できるよう真剣に検討すると述べた。一方，民進党関係
者も中国を訪問した。羅致政スポークスマンが 3月，東呉大学副教授の立場で訪
中し研究会に出席した。また，謝長廷・元主席も交流がある国際バーテンダー協
会に個人参加するために10月 4日から訪中した。
　経済関係では，経済部は中国資本による第 3次投資開放を 3月20日に決定し，
発光ダイオード（LED），太陽電池など製造業の115項目の中国資本への投資開放
を実施することを発表した。これによって，製造業の97％が投資開放されること
となった。
　また，中台交渉窓口機関の第 8回トップ会談（江陳会談）は 8月 9日に開催され
た。当初は 6月末の開催が予定されていたが，懸案であった投資保護協定での台
湾企業経営者（台商）の安全問題，台湾企業と中国の投資先での紛争解決方法に関
して調整がつかず，台湾側から延期を申し入れた。 8月に開催された江陳会談で
は，投資保護協定（中国語名：「海峡両岸投資保障和促進協議」）と税関協力協定
（中国語名：「海峡両岸税関合作協議」）に調印した。また，中台交渉窓口機関は投
資保護協定における「身柄の自由と安全保障についてのコンセンサス」も共同発
表した。この投資保護協定は2010年 6月に調印した「両岸経済協力枠組協議」
（ECFA）で協議項目のひとつであった。この投資保護協定の調印によって，中国
で操業する台湾企業（台商）の財産権や経営権，身柄の安全などの権益強化が期待
される。その一方で，台湾が紛争解決方法として望んでいた国際機関での仲裁は，
中国が中台関係を「国内問題」と位置づけたために投資保護協定には盛り込まれ
ず，台湾が譲歩した形となった。
　その一方，中国の新しいパスポートに台湾を代表する景勝地である日月潭と清
水断崖の図案が使用されていることが明らかになり，行政院大陸委員会は論争を
引き起こす挑発的な行為であり，両岸の相互信頼を傷つけるものと批判した。

経済協力交渉に関する動き
　日本やアメリカ，中国以外の経済協力に関しては，いくつかの国との協定締結
に向けた動きがあった。たとえば，マレーシアとは FTAにあたる経済協力協定
（ECA）の締結に向け，マレーシアのシンクタンクと共同研究を始める方針を経済
部が 5月24日に明らかにしている。また，ニュージーランドとも ECA締結の正
式交渉開始を明言した。さらに，韓国とも，台湾側から要請して 6月に投資保障
協定（BIT）締結に向けた交渉を行っていたことが明らかになった。韓国との BIT
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が締結できれば，1992年の断交以後，初めての関係樹立となる。
　その一方で，もっとも早くから経済協力協議を進めていたシンガポールとの交
渉は， 9月の APEC首脳会議で連戦・総統特使とシンガポールのリー・シェンロ
ン首相との会談で2012年中に締結との報道がされた。しかし，シンガポールと協
議をしていた「シンガポールと台湾・澎湖・金門・馬祖個別関税領域経済パート
ナーシップ協定」（ASTEP）は2012年には締結されなかった。

2013年の課題
　2013年 1月31日，陳冲行政院長が健康問題と家族の事情のため辞任を表明し ,
後任には江宜樺副院長が昇格することになった。 2月 7日に正式に陳冲内閣が総
辞職し，旧正月明けの 2月18日に江宜樺内閣が発足した。新内閣発足にあわせて，
経済部長と行政院経済建設委員会主任委員の重要経済閣僚が交代した。2013年は
低迷した経済を立て直せるかどうかが課題になろう。
　経済では，行政院主計総処は2013年 2月22 日，2013年の実質成長率を3.59％，
消費者物価指数の上昇率を1.37％との予測を公表した。全四半期を通じて， 3％
以上の経済成長率が達成可能との立場をとっている。2012年はゼロ成長であった
輸出が回復し，株価上昇に伴う消費マインドの改善によって，民間消費の増加を
予測している。また，民間投資も前年比7.8％増と予測している。中国との経済
関係については，2010年に締結した ECFAの対象品目が2013年 1月 1日からすべ
て関税ゼロになった。2013年は ECFAの継続交渉が本格的に始まるかどうかが焦
点になろう。また，中国人民銀行と中国銀行台北支店は 1月25日に人民元業務に
関する決済協議に調印，28日には台湾の中央銀行は中国銀行台北支店を人民元の
決済銀行とすることを認可した。これによって， 2月 9日には46銀行で中国と台
湾の通貨直接決済が開始された。この直接決済が始まったことによって，今後貿
易や投資の緊密化が進むことになろう。
　対外関係は，日本とは「日台民間漁業取決め」を2013年 4月10日に交わし，合
意した。この合意によって，日本との最大の懸案事項が解決した。また，アメリ
カとの関係については，牛肉の輸入問題が解決したこともあり，TIFAの交渉が
再開でき，何らかの成案を得ることができるのかが焦点となろう。
 （新領域研究センター研究グループ長代理）
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1 月 3 日 ▼張榮發・エバーグリーン総裁，総
統選での馬英九候補支持を表明。

▼石垣市議の魚釣島上陸に対し，外交部が
再度尖閣諸島の領有権主張。
5 日 ▼台北都市交通システム（MRT）新荘

線，開通。
6 日 ▼陳水扁前総統，義母の葬儀出席のた

め仮出所。
9 日 ▼鴻海グループ傘下の富士康中国・煙

台工場で労働者の抗議運動。
11日 ▼李登輝元総統，新聞広告で民進党の
蔡英文候補の支持を呼びかけ。
13日 ▼李元総統，民進党の選挙集会に出席
し，蔡英文候補の支持訴え。
14日 ▼総統選・立法院選投開票。国民党の

馬英九・呉敦義コンビ当選，立法院でも国民
党過半数の議席獲得。

▼蔡英文候補，総統選敗北の責任をとり民
進党主席の辞任表明。
16日 ▼第 1回台日産業協力推進チーム会合，
開催。
31日 ▼陳冲次期行政院長，新内閣名簿発表。
2 月 1 日 ▼馬総統，バッガード・アメリカ在
台湾協会理事長と会談。

▼立法院，院長に王金平氏，副院長に洪秀
柱氏を選任。
6 日 ▼呉敦義・行政院長退任，陳冲・行政

院副院長が後任に就任し，内閣発足。
20日 ▼行政院原子力委員会，稼働中の 3原
発の安全を報告。
22日 ▼民進党，陳菊・高雄市長を代理主席
に選出。
28日 ▼外交部，馮寄台・台北駐日経済文化
代表処代表（駐日代表）の後任に沈斯淳・外交
部常務次長をあてる人事発表。
29日 ▼蔡民進党主席辞任。陳高雄市長が代

理主席に就任。
3 月 1 日 ▼台湾港務股份有限公司設立。交通
部傘下の港務局，支社に移行。

▼米国商務省次官の訪台延期を発表。
2 日 ▼外交部，日本政府による尖閣諸島内

の無名島への命名に対し抗議。
3 日 ▼台湾証券取引所，会社更生法申請の

情報開示を怠ったことに対し，エルピーダメ
モリ社に100万元の罰金を科すことを発表。
4 日 ▼行政院，条件付きでアメリカ産牛肉

輸入再開を決定。
7 日 ▼陳前総統，検査入院。翌 8日，カ

テーテル手術受ける。12日退院。
8 日 ▼国立中央大学，海部俊樹元首相に名

誉博士号授与。
10日 ▼交流協会，東日本大震災への義援金
や支援に対し，特別番組や CMの特別事業
実施を開始。翌11日，主要紙に感謝広告掲載。
12日 ▼野田佳彦首相，東日本大震災 1周年
追悼式での献花で台北駐日経済文化代表処を
紹介しなかったことを陳謝。

▼馬総統，一部を除いて福島県への渡航延
期勧告解除。
20日 ▼経済部，中国資本に対する第 3次投
資開放発表。
21日 ▼呉伯雄・国民党名誉主席，訪中（～

28日）。22日，胡錦濤・中国国家主席と会談。

▼経済部台日産業協力推進事務室，発足。
26日 ▼財政部，日中韓印による鉄鋼製品の
反ダンピング調査実施を発表。
27日 ▼シャープ，鴻海精密工業との資本提
携を発表。
28日 ▼エルピーダメモリ社，台湾証券取引
所の上場廃止。
4 月 1 日 ▼交流協会，公益財団法人に移行。

▼呉次期副総統，ボアオ・アジア・フォー

重要日誌 台　　湾　2012年
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ラム出席のため訪中。李克強・副首相と会談。
▼大陸委員会，中国人の台湾への個人旅行

の対象住民の拡大， 1日当たりの入国者数制
限の引き上げを発表。
2 日 ▼中国の銀行業監督管理委員会，華南

銀行深圳支店に人民元の取り扱いを認可。
7 日 ▼馬総統，初のアフリカ訪問（～18日）。
11日 ▼樽井澄夫・外務省参与，24日付で交

流協会台北事務所次期代表への就任が決定。
今井正・現代表は交流協会理事長に就任へ。

▼交流協会と亜東関係協会，特許審査ハイ
ウェイ覚書に調印。 5月 1日に発効。
12日 ▼経済部， 5月15日からの電気料金の
値上げ決定。
13日 ▼民進党主席選挙に 5人が立候補。
19日 ▼春の園遊会に馮寄台・駐日代表夫妻

出席。
26日 ▼中国との経済協力委員会開催。

▼第 1回台湾研究世界大会，開催（～28日）。
29日 ▼日本政府，春の叙勲で張榮發・エ
バーグリーン総裁，辜濂松・中国信託ホール
ディングス会長ら 4人の受勲発表。
5 月 1 日 ▼馬総統，電気料金調整会議に出席，
3段階で料金を値上げすると発表。
2 日 ▼政治大学日本研究センター，「台日

関係40周年：回顧と展望」学術会議開催。
4 日 ▼彭淮南中央銀行総裁，アジア開発銀

行年次総会で国の名称について抗議。
8 日 ▼張エバーグリーン総裁，春の叙勲の

伝達式出席。天皇陛下に謁見。
10日 ▼陳内閣，憲法の規定により総辞職。

▼台湾電力，工業用電力値上げ修正を発表。
15日 ▼中央選挙委員会，選挙法違反で馬総
統に50万元の罰金決定。
16日 ▼馬総統，樽井・交流協会台北事務所
代表と初会談。
20日 ▼馬総統，第13代総統に就任。

▼陳行政院長就任，改造内閣発足。

▼行政院文化建設委員会，文化部に昇格。
行政院新聞局廃止。

▼郭台銘・鴻海精密工業会長がシャープへ
の増額出資の意向表明。
21日 ▼最高検特捜部，陳前総統を国家機密
保護法違反などで起訴。
24日 ▼経済部，マレーシアとの経済協力協
定締結の共同研究開始を発表。
27日 ▼民進党主席選挙実施，蘇貞昌・元主
席当選。
29日 ▼劉憶如・財政部長，辞任表明。翌日
辞任。後任は張盛和・前財政部次長。
30日 ▼蘇氏，民進党第14代主席に就任。

▼沈駐日代表，着任。
6 月 7 日 ▼金融監督管理委員会，中国の中国
銀行，交通銀行の台北支店開業を許可。
12日 ▼豪雨により，桃園の工業園区で浸水

被害。
27日 ▼最高法院検察署，林益世・行政院秘
書長の収賄疑惑の捜査開始。林・秘書長，29
日辞任。
28日 ▼中国銀行台北支店の業務開始。
7 月 1 日 ▼王金平・立法院長，訪日（～ 7日）。
宮城・松島などの被災地も訪問。
2 日 ▼林・前行政院秘書長，収賄で逮捕。
4 日 ▼台湾の遊漁船，尖閣沖の領海に侵入。
7 日 ▼馬祖列島でカジノ建設についての住

民投票。賛成票が過半数を占める結果に。
9 日 ▼日本の入管難民法改正施行。在留

カードの国名表記を「台湾」の記載に変更。
10日 ▼行政院秘書長の後任に陳士魁・副秘

書長が昇格。
11日 ▼馬総統，来年の国民党主席選挙に再
出馬を表明。
15日 ▼馬総統，戒厳令解除25周年追悼式典
で政治犯などの犠牲者の遺族に対し謝罪。
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16日 ▼ワールドゲームズ高雄大会，開催
（～26日）。
25日 ▼立法院，食品衛生管理法改正案，

キャピタルゲイン課税法案，可決。
29日 ▼周功鑫・国立故宮博物院長，辞任。
8 月 5 日 ▼馬総統，「東シナ海平和イニシア
ティブ」発表。
6 日 ▼蔡・前民進党主席の教育基金会成立。
8 日 ▼台湾赤十字組織が支援の公営住宅，

福島県相馬市に完成。

▼陳雲林・海峡両岸関係協会長，来訪（～
10日）。 9日に第 8回江陳会談。中国と投資
保護協定と税関協力協定に調印。
9 日 ▼労工委員会，最低賃金審議委員会開

催，最低賃金引き上げ決定。翌年から適用。
19日 ▼楊進添・外交部長，樽井・交流協会
台北事務所代表を呼び，日本の地方議員によ
る尖閣諸島上陸に抗議。

▼総統府，陳前総統の勲章回収の法的解釈
を法務部に請求。
20日 ▼蔡・前民進党主席，呉副総統，劉・
前財政部長を最高法院検察署へ告訴。

▼行政院，2013年度中央政府総予算案承認。

▼馬総統，NHKの単独インタビューに出演。
21日 ▼聯華電子取締役会，日本子会社清算
決議。
23日 ▼故宮博物院，文物展の日本開催日程
の見通し発表。
28日 ▼鴻海精密工業，NECから液晶特許

購入で合意。
30日 ▼中台の海上保安機関で合同海難救助

訓練実施。
31日 ▼馬総統，南沙諸島（スプラトリー諸
島）の太平島に上陸。

▼中央銀行，人民元との直接決済で中国人
民銀行と合意したことを発表。
9 月 1 日 ▼亜東関係協会，外交部東アジア太

平洋司（局相当）に編入。

▼記者など6000人がメディアの寡占化に反
対のデモ実施。
3 日 ▼尹啓銘・経済建設委員会主任委員，

台湾企業の里帰り投資への優遇案を馬総統に
進言。
4 日 ▼立法委員 3人，太平島に上陸。
6 日 ▼連戦・元副総統，第20回 APEC首

脳会議出席のため，訪ロ。 7日，胡錦濤・中
国国家主席と会談。
7 日 ▼台湾赤十字組織，第 3回自由都市・

堺平和貢献賞受賞。

▼馬総統，彭佳嶼訪問。尖閣問題に関し，
日中台の対話提案。
11日 ▼陳行政院長，経済成長のための 5政
策を発表。
12日 ▼尖閣諸島の領有権を主張する団体，
交流協会台北事務所前で抗議。

▼沈駐日代表，尖閣諸島問題を説明するた
めに離日。
13日 ▼国立故宮博物院の後任院長に馮明
珠・副院長を任命。
17日 ▼陳行政院長， 2回目の電力料金値上

げの延期を立法院で表明。
18日 ▼民進党立法委員団，陳行政院長の不
信任決議案提出。22日否決。
19日 ▼外交部長，大陸委員会などの閣僚交
代人事を内定。
21日 ▼抗議船 1隻が尖閣沖の接続水域に侵
入。夜には台湾の巡視船も接続水域に侵入。
25日 ▼今井・交流協会理事長，尖閣問題協
議のため来訪。

▼40隻の台湾漁船が尖閣沖に侵入。日台の
巡視船が放水合戦。
27日 ▼馬総統，漁船団と総統府で面会。
30日 ▼上海万博の台湾館の移転完了。

10月 1 日 ▼海岸巡防署の巡視船 1隻が尖閣沖
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を航行。
▼沈駐日代表，尖閣領有権の国際司法裁判

所への提訴困難と表明。
2 日 ▼クリントン米国務長官，11月 1日か

ら台湾を37番目のビザ免除国・地域に含める
ことを表明。
4 日 ▼謝長廷・民進党元主席，訪中（～ 8

日）。

▼沈駐日代表，帰任。
5 日 ▼陳前総統，重度のうつ病と医師団発

表。
9 日 ▼行政院，中国から里帰り投資をする

台湾企業に対し，外国人雇用で優遇措置の採
用決定。
10日 ▼外交部，アメリカの主要紙に尖閣諸
島の領有権を主張する意見広告を掲載。

▼経済部，外国からの対台湾投資を事前許
可制から事後報告制への変更の方針表明。
11日 ▼台北高等行政法院，中部科学工業園
区の開発許可無効の判決。
16日 ▼林中森・海峡交流基金会董事長，訪
中（～21日）。
19日 ▼立法院，尖閣諸島の主権を主張する
決議を採択。
20日 ▼バチカンとの国交樹立70周年式典開
催。
11月 1 日 ▼台湾高等法院，陳前総統の刑を懲
役18年 6カ月，罰金1.56億元に裁定。
2 日 ▼日本工商会，経済建設委員会に政策

提言白書提出。
3 日 ▼日本政府，秋の叙勲で黄政旺・元台

日商務協議会長，曹永和・台湾大学兼任教授
ら 4人の受勲発表。
5 日 ▼台湾高等法院，呉淑珍・前総統夫人

に懲役19年 2カ月，罰金1.58億元の判決。
7 日 ▼衛生署食品薬物管理局，日本の厚生

労働省と連携協定締結を公表。

8 日 ▼行政院，永久居留証の保持条件緩和
を決定。
15日 ▼馬総統，中国国民党主席名で習近
平・中国共産党総書記に祝電送付。
21日 ▼民進党，中国事務委員会設置。蘇・
党主席が代表兼任。
23日 ▼大陸委員会，中国政府が台湾をパス

ポートで自国領扱いしたことに非難声明。
26日 ▼郁慕明・新党主席，汎藍陣営からの
離脱宣言。
27日 ▼香港の壱伝体，台湾のメディア事業

を 5社に売却することを決定。
28日 ▼馬総統，大橋・交流協会長と会談。
29日 ▼交流協会と亜東関係協会，電気製品
分野の日台相互承認取決め（MRA）と日台産
業架け橋プロジェクト協力強化に関する覚書
（MOU）締結。
30日 ▼日台漁業交渉再開のための予備会合，
東京で開催。

▼李朝卿・南投県長，収賄容疑で逮捕。

▼張花冠・嘉義県長ら21人，贈収賄罪で起
訴。
12月 1 日 ▼金溥聡・駐米代表，着任。
5 日 ▼辜・中国信託ホールディングス会長，

死去。
6 日 ▼馬総統，アメリカのヒル元国務次官

補と会談。「東シナ海行動規範」の策定に着
手と表明。
11日 ▼中国人民銀行，中国銀行台北支店を
中台間の通貨直接決済の決済銀行に指名。
19日 ▼経済部投資審議委員会，中国遠洋集
団など中国系企業 3社の高雄港第 6コンテナ
ターミナル運営会社への投資承認。
20日 ▼行政院，外国人および華僑の台湾投
資について，事前許可の原則不要を決定。

▼経済部と中国石油，太平島での石油探査
の来年実施を表明。
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　 1 　国家機構図（2012年12月末現在）

（出所）　行政院（http://www.ey.gov.tw），監察院（http://www.cy.gov.tw）および司法院（http://www.judicial.
gov.tw）ウェブサイトを参照。
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　 2 　国家機関要人名簿（2012年12月末現在）
総統 馬英九
副総統 呉敦義
総統府秘書長 楊進添
　同副秘書長 羅智強，熊光華
　発言人（報道官） 范姜泰基
国家安全会議秘書長　　　　　　　　袁健生
　同副秘書長  鄧振中，陸小榮，楊永明
　同諮詢委員 鍾堅，李嘉進，邱坤玄，
 袁桂笙，甘逸驊　　　　
　国家安全局長 蔡得勝
中央研究院院長 翁啓恵
国史館館長 呂芳上
立法院
　院長：王金平 副院長：洪秀柱＊

　（同正副院長含め，立法委員定数113人）
司法院
　院長：賴浩敏 副院長：蘇永欽
　（同正副院長含め，大法官定数15人）
監察院
　院長：王建煊 副院長：陳進利
　（同正副院長含め，監察委員定数29人）
考試院
　院長：関中 副院長：伍錦霖
　（同正副院長のほか，考試委員定数20人）
［以下，内閣］
行政院
院長：陳冲 副院長：江宜樺
政務委員　 尹啓銘，薛承泰，林政則，羅瑩雪＊，

黄光男，張善政，楊秋興，管中閔，
陳振川

秘書長 陣士魁
副秘書長 黄敏恭，陣慶財
スポークスマン 鄭麗人＊

内政部長 李鴻源
外交部長 林永樂
国防部長 高華柱

財政部長 張盛和
教育部長 蒋偉寧
法務部長 曽勇夫
経済部長 施顔祥
交通部長 毛治國
文化部長 龍應台＊

蒙蔵委員会委員長 羅瑩雪＊（兼任）
僑務委員会委員長 呉英毅
中央銀行総裁 彭淮南
主計総処主計長 石素梅＊

人事行政総処人事長 黄富源
衛生署長 邱文達
環境保護署長 沈世宏
海岸巡防署長 王進旺
（国立故宮博物院長） 馮明珠＊

大陸委員会主任委員 王郁琦
経済建設委員会主任委員 尹啓銘（兼任）
金融監督管理委員会主任委員 陳裕璋
国軍退除役官兵輔導委員会主任委員 曽金陵
原子力委員会主任委員 蔡春鴻
国家科学委員会主任委員 朱敬一
研究発展考核委員会主任委員 宋餘俠
農業委員会主任委員 陳保基
労工委員会主任委員 潘世偉
公平交易委員会主任委員 呉秀明
公共工程委員会主任委員 陳振川（兼任）
原住民族委員会主任委員 孫大川
体育委員会主任委員 戴遐齢＊

客家委員会主任委員 黄玉振
中央選挙委員会主任委員 張博雅＊

（国家通訊伝播委員会主任委員） 石世豪
福建省政府委員主席 薛承泰（兼任）
台湾省政府委員主席 林政則（兼任）
　 （注）1）＊は女性。 2）下線は政務委員。閣
議（行政院会議）の議決権を持つ。 3）（ ）内
の役職は閣議に列席できない。 4）ほか，
5直轄市の市長が閣議に列席可能。
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　 3 　主要政党要職名簿（2012年12月末現在）
　中国国民党
主席 馬英九
名誉主席 連戦， 呉伯雄
副主席 林豊正，詹春柏，蒋孝厳，
 曽永権，洪秀柱＊，黄敏惠＊

秘書長 曽永権（兼任）

　民主進歩党
主席 蘇貞昌
秘書長 林錫耀
　（注）＊は女性。

　 4 　台湾と外交関係のある国（2012年12月末現在）
国名 国交樹立 備考

オセアニア（ 6カ国，相互承認関係 2カ国）
　ツバル 1979. 9.19
　ソロモン諸島 1983. 3.24 領事級関係
　マーシャル諸島共和国 1998.11.20
　パラオ共和国 1999.12.29
　キリバス共和国 2003.11. 7
　ナウル共和国 2005. 5.14 復交 2002. 7.23 断交
　パプアニューギニア 1995. 9.24 相互承認関係
　フィジー共和国 1996.10. 4 相互承認関係
ヨーロッパ（ 1カ国）
　バチカン市国 1942. 7 1972年最後の大使が離任
アフリカ（ 4カ国）
　スワジランド共和国 1968. 9. 6
　ブルキナファソ（旧オートボルタ） 1994. 2. 2
　ガンビア共和国 1995. 7.13 復交 1974.12.28 断交
　サントメ・プリンシペ民主共和国 1997. 5. 6
ラテンアメリカ（12カ国）
　パナマ共和国 1952 公使館設置
　グアテマラ共和国 1954 公使館設置

1960 大使級関係
　ハイチ共和国 1957 公使館設置

現在 大使級関係
　エルサルバドル 1957 公使館設置

1961. 6 大使級関係
　パラグアイ共和国 1957. 7. 8
　ホンジュラス共和国 1957 公使館設置

1965. 5.20 大使級関係
　セントビンセント・グレナディン諸島 1981. 8.15
　ドミニカ共和国 1983. 5.10
　セントクリストファー・ネビス 1983.10. 9
　ベリーズ 1989.10.13
　ニカラグア共和国 1990.11. 6 復交 1985.12. 7 断交
　セント・ルシア 2007. 5. 1 復交 1984. 5. 8 国交

1997. 8.29 断交
　（注）　 1）パプアニューギニア，フィジー共和国とは相互承認関係にある。
　　　　 2） 1 ）を除き，台湾と正式に国交を締結している国は23カ国。
　　　　 3）2012年における外交関係の増減はない。
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　 1　基礎統計
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

人 口（1,000人） 22,877 22,958 23,037 23,120 23,162 23,225 23,316
労 働 力 人 口（同上） 10,522 10,713 10,853 10,917 11,070 11,200 11,341
消費者物価上昇率（％） 0.60 1.80 3.52 -0.87 0.96 1.42 1.93
失 業 率（％） 3.91 3.91 4.14 5.85 5.21 4.39 4.24
為替レート（ 1ドル =元） 32.533 32.843 31.534 33.056 31.647 29.469 29.616
（出所）　行政院主計総処ウェブサイト（http://www.dgbas.gov.tw/）。
　　　　中央銀行ウェブサイト（http://www.cbc.gov.tw/）。

　 2　支出別国内総生産（名目価格） （単位：10億元）
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

消 費 支 出 8,717 9,027 9,174 9,194 9,567 9,933 10,202
民 間 7,248 7,506 7,610 7,574 7,925 8,235 8,464
政 府 1,469 1,521 1,564 1,620 1,642 1,698 1,738
総 固 定 資 本 形 成 2,731 2,841 2,666 2,354 2,888 2,843 2,740
在 庫 増 減 46 14 160 -145 147 -7 47
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 8,326 9,304 9,209 7,799 10,001 10,400 10,339
財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 7,577 8,277 8,588 6,720 9,051 9,495 9,292 
国 内 総 生 産（GDP） 12,243 12,911 12,620 12,481 13,552 13,674 14,037 
海 外 純 要 素 所 得 312 333 315 414 430 388 452 
国 民 総 生 産（GNP） 12,555 13,243 12,935 12,895 13,982 14,063 14,489 
（注）　2012年は暫定値。
（出所）　行政院主計総処ウェブサイト （http://www.dgbas.gov.tw/）。

　 3　産業別国内総生産（実質：2006年価格） （単位：10億元）
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

全 産 業 11,893 12,593 12,709 12,513 13,847 14,406 14,532
農 林 水 産 業 198 193 193 187 190 204 192
鉱 業 ・ 採 石 業 39 47 42 44 50 51 57
製 造 業 3,239 3,557 3,593 3,438 4,314 4,591 4,636
電 気 ･ ガ ス 148 154 150 150 160 164 165
水道・環境サービス 77 86 88 89 91 89 90
建 設 業 332 338 319 297 332 332 329
小 売 ・ 卸 売 業 2,189 2,319 2,370 2,346 2,465 2,564 2,567
運 輸 ・ 倉 庫 業 394 412 414 400 432 443 447
ホ テ ル ・ 飲 食 業 234 244 240 236 259 284 289
情 報 通 信 業 415 431 452 471 513 535 556
金 融 ・ 保 険 業 892 946 926 854 910 943 942
不 動 産 業 1,045 1,101 1,109 1,129 1,165 1,178 1,190
公共サービス・国防 910 899 906 914 943 945 954
教 育 573 588 592 607 612 619 627
そ の 他 サ ー ビ ス 業 1,208 1,279 1,316 1,350 1,411 1,464 1,493

（＋）輸 入 税 136 138 131 115 149 147 145
（＋）付 加 価 値 税 215 218 208 196 233 242 234
統 計 誤 差 0 28 22 11 -14 -3 69
国 内 総 生 産（GDP） 12,243 12,948 13,049 12,823 14,229 14,796 14,910
実 質 GDP成 長 率（％） 5.44 5.98 0.73 -1.81 10.76 4.07 1.26
（注）　表 2に同じ。
（出所）　表 2に同じ。
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台　　湾

　 4　国・地域別貿易 （単位：100万ドル）
2009 2010 2011 2012

輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入 輸出 輸入
中 国 大 陸 54,249 24,423 76,935 35,946 83,960 43,597 80,729 40,910
香 港 29,445 1,123 37,807 1,628 40,084 1,675 37,937 2,659
ア メ リ カ 23,553 18,154 31,466 25,379 36,364 25,759 32,981 23,605
日 本 14,502 36,220 18,006 51,917 18,228 52,200 18,877 47,583
韓 国 7,303 10,507 10,682 16,059 12,378 17,860 11,845 15,075
シンガポール 8,614 4,809 12,096 7,636 16,880 7,953 20,091 8,106
マ レ ー シ ア 4,060 4,553 5,948 7,695 6,892 8,602 6,560 7,887
タ イ 3,827 2,682 5,288 3,829 6,140 4,394 6,566 3,696
フ ィ リ ピ ン 4,433 1,614 5,982 2,320 6,964 2,414 8,877 2,101
ベ ト ナ ム 5,988 921 7,534 1,283 9,026 1,845 8,432 2,295
ド イ ツ 4,696 5,673 6,512 8,264 6,869 9,428 5,645 7,755
イ ギ リ ス 2,980 1,230 3,621 1,673 4,620 1,932 5,065 1,845
オーストラリア 2,353 5,966 3,132 8,921 3,653 10,907 3,653 9,313
そ の 他 37,672 56,497 49,591 78,686 56,199 92,873 53,854 97,897
合 計 203,675 174,371 274,601 251,236 308,257 281,438 254,619 227,800
（出所）　財政部ウェブサイト（http://www.mof.gov.tw/）。

　 5　国際収支 （単位：100万ドル）
2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012

経 常 収 支 26,332 35,154 27,505 42,911 39,872 41,230 49,550
貿 易 収 支 24,229 30,445 18,478 30,553 26,513 27,848 30,735
輸 出（FOB） 223,783 246,500 254,897 203,399 273,823 307,030 299,756
輸 入（FOB）-199,554 -216,055 -236,419 -172,846 -247,310 -279,182 -269,021

サ ー ビ ス 収 支 -3,543 -1,640 1,847 1,991 2,493 3,894 6,137
受 取 29,272 33,286 36,829 31,774 40,357 45,920 49,046
支 払 -32,815 -34,926 -34,982 -29,783 -37,864 -42,026 -42,909

所 得 収 支 9,581 10,132 9,978 12,524 13,576 13,179 15,277
受 取 19,338 23,500 23,277 20,351 23,265 24,833 25,861
支 払 -9,757 -13,368 -13,299 -7,827 -9,689 -11,654 -10,584

経 常 移 転 収 支 -3,935 -3,783 -2,798 -2,145 -2,710 -3,691 -2,599
資 本 勘 定 -118 -96 -334 -96 -116 -119 -100
金 融 勘 定 -19,620 -38,951 -1,660 13,469 -358 -32,046 -31,503
直 接 投 資（純） 25 -3,338 -4,855 -3,072 -9,082 -14,723 -9,826
証 券 投 資（純） -18,965 -40,062 -12,250 -10,327 -20,664 -35,691 -42,447
金融デリバティブ（純） -965 -289 1,589 852 577 1,038 328
そ の 他 投 資（純） 285 4,738 13,856 26,016 28,811 17,330 20,442
誤 差 脱 漏 -508 -127 763 -2,170 775 -2,826 -2,463
準 備 資 産 増 減 -6,086 4,020 -26,274 -54,126 -40,173 -6,239 -15,484
（注）　2011年は推計値，2012年は暫定値。
（出所）　中央銀行 ウェブサイト（http://www.cbc.gov.tw/）。
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2012年　主要統計

　 6　中央政府財政（決算ベース） （単位：100万元） 
2008 2009 2010 2011 2012 2013

歳 入 1,640,297 1,553,486 1,497,111 1,671,399 1,729,798 1,730,196
税 収 1,242,942 1,051,565 1,082,412 1,203,398 1,250,100 1,280,286
営業利益および事業収入 253,483 318,684 265,061 264,860 262,484 253,311
手 数 料 収 入 55,756 78,046 81,536 81,033 113,846 112,722
財 産 収 入 40,038 53,700 46,702 63,991 92,319 73,483
そ の 他 48,078 51,491 21,400 58,117 11,050 10394
歳 出 1,617,674 1,715,490 1,655,932 1,734,901 1,938,839 1,944,608
一 般 政 務 費 173,043 168,889 170,237 176,428 184,331 182,672
国 防 費 282,409 291,245 276,797 284,187 309,441 307,268
教 育 科 学 文 化 費 310,356 326,521 342,685 356,369 363,775 366,535
経 済 発 展 費 201,343 244,476 195,790 217,096 268,166 272,601
社 会 福 祉 費 298,389 320,562 327,586 348,804 422,205 438,949
社区発展・環境保護費 13,478 21,368 8,975 6,601 18,186 17,190
年 金・ 遺 族 手 当 費 133,758 133,445 134,538 138,455 138,506 139,940
債 務 費 117,435 116,752 109,805 111,753 130,104 129,249
一般補助およびその他支出 87,463 92,232 89,519 95,208 104,125 90,205
（注）　2012年は法定予算，2013年は予算案。歳入および歳出には中央政府債発行に伴う収入と償却費
が含まれないため，歳入と歳出は一致しない。債務費は中央政府債の利子支払いである。

（出所）　表 2に同じ。

　 7　産業別対中投資 （単位：件，1,000ドル）
2008 2009 2010 2011 2012

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額
全 産 業 643 10,691,390 590 7,142,593 914 14,617,872 887 14,376,624 636 12,792,077
農 林 水 産 業 4 15,558 0 7,188 1 7,558 1 4,478 3 9,234
鉱 業 ・ 採 石 業 0 8,508 0 0 2 14,441 4 13,624 1 8,100
製 造 業 401 8,761,185 404 5,892,078 576 10,840,822 570 10,375,391 325 7,518,803
建 設 業 7 45,643 6 25,957 11 73,128 8 61,473 4 53,402
卸 売 ・ 小 売 業 72 499,106 82 743,150 166 1,115,494 149 1,232,720 159 1,271,788
運 輸 ・ 倉 庫 業 8 57,527 9 31,210 8 23,076 11 94,265 21 63,310
ホテル・飲食業 25 68,962 22 80,292 6 66,645 7 60,173 18 171,799
情 報 通 信 業 58 324,465 27 106,845 32 333,066 23 282,532 20 118,636
金 融 ・ 保 険 業 6 255,623 3 48,717 12 500,376 27 1,255,828 23 1,725,721
その他サービス業 62 654,813 37 207,156 100 1,643,266 87 996,140 62 1,851,284
（注）　承認ベース。
（出所）　経済部投資審議委員会ウェブサイト（http://www.moeaic.gov.tw/）。
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